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古賀市
男女共同参画社会に関する
市民及び事業所意識調査報告書

◇調査の目的

この調査は、古賀市における男女共同参画社会づくりを促進するための「第3次古
賀市男女共同参画計画」（令和3年度策定予定）を策定するにあたり、市民と事業所
の男女共同参画に関する意識と実態を把握し、今後の政策運営の基礎資料とすること
を目的に実施しました。

市民アンケート 事業所アンケート

調査対象
古賀市在住の18歳以上の
男女合計2,000人

古賀市内の事業所
1,000社（宛先不明63件含）

抽出方法
住民基本台帳より、男女別
年齢階層による無作為抽出

平成30年度事業所センサス
データより、事業従事者数5
人以上の事業所全905件、5
人未満の事業所は無作為抽出
にて95件、合計1000件を抽
出

調査手法 郵送配布・郵送回収

調査期間 令和2年7月27日～8月17日

有効回収 772件（38.6％） 267件（28.5％）

◇調査の概要

（１）集計は小数第二位を四捨五入しているため、回答比率の合計は必ずしも100％にならない場合がある。
（２）回答が複数になる場合、その回答比率の合計は原則として100％を超える。
（３）表、グラフに示す選択肢はスペースの関係で文言を短縮または簡略して表記している場合がある。
（４）グラフとして示したものの中には、「無回答」を省略した部分がある。
（５）数表、図表、文中に示すNは、比率計算上の基数（標本数）である。数表で、分析項目によっては
対象者が限定されるため、全体の標本数と一致しないことがある。

（６）文中の選択肢の表記は「」で行い、選択肢のうち2つ以上のものを合計して表す場合は『』とした。

概要版
令和３年３月
古賀市
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女平等について男
◇男女の地位の平等感について 市民

◇「男は仕事、女は家庭を守る」という考え方について 市民

「職場」、「社会活動の場」、「地域しきたりや習慣」、「国や政治の場」などの項目で『男性の方が優遇されて

いる』が50％を超えており、職場や社会活動、地域の中など生活に近い場面でも男性の方が優遇されてい

ると感じている人が多いようです。

また、多くの項目で男性は「平等である」、女性は『男性の方が優遇されている』と感じていることがわかりま

す。

「男は仕事、女は家庭を守る」という考え方に『賛成』が43.9％、『反対』が53.0％となっています。

平成27年度に行われた古賀市の前回調査と比較すると、前回調査では『賛成派』が半数を占めていたのに

対し、今回調査では『反対派』が半数以上を占めており、性差による役割意識は徐々に薄れ、着実に男女共

同参画社会への理解がすすんでいる状況がみてとれる。

今回調査（R2）

前回調査（H27）

古賀市「男女共同参画社会及び選挙に関する市民意識調査」（平成27年8月）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭生活

職場

社会活動の場

余暇生活

法律や制度上

地域のしきたりや習慣

学校教育の場

国や政治の場

男性（n=319）

女性の方が優遇されている どちらかといえば女性の方が優遇されている 平等である

どちらかといえば男性の方が優遇されている 男性の方が優遇されている わからない

無回答

賛成派 反対派

43.9% 53.0%

41.9% 54.7%

47.0% 50.2%

4.5

2.9

6.9

39.4

39.0

40.1

30.7

31.9

29.2

22.3

22.8

21.0

3.1

3.3

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体（N=772）

女性（n=451）

男性（n=319）

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 無回答

賛成派 反対派

54.7% 41.9%

50.9% 46.5%

59.9% 35.9%

10.6

9.1

12.7

44.1

41.8

47.2

25.9

29.8

20.8

16.0

16.7

15.1

3.3

2.6

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=667)

女性(N=383)

男性(N=284)

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 無回答

（〇印は1つ）

（〇印は1つ）

（〇印は1つ）
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45.9

41.6

38.5

34.3

32.9

29.0

18.8

5.3

4.0

1.9

1.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

育児のための施設・サービスを拡充する

男性に家事・育児・介護等への参加を促すための啓発をする

育児休業制度を利用しやすくする

介護のための施設・サービスを拡充する

週休2日制や労働時間の短縮を進める

在宅勤務など、仕事と家庭を両立できるようにする

介護休業制度を利用しやすくする

能力開発や技術習得のための講座・研修会を実施する

その他

特に条件整備は必要ない

無回答

（％）

（N=772）

43.8

41.9

45.3

15.7

27.0

1.5

3.4

36.0

1.5

1.1

1.1

1.9

2.6

0.4

1.5

1.5

8.2

6.4

10.5

10.5

10.9
2.2

4.9

6.0

33.7

36.7

31.5

58.1

47.2

81.6

75.7

43.1

12.7

13.9

11.6

13.9

12.4

14.2

14.6

13.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児中の所定外労働の制限

育児中の深夜労働の制限

育児中の短時間勤務制度

育児中のフレックスタイム制度

育児中の始業・終業時刻の繰上・繰下の制度

事業所内託児施設

育児に要する経費の援助措置

子の看護休暇制度

（N=267）

制度がある 導入予定 検討中 未定 無回答

事と家庭生活の調和仕
◇ワーク・ライフ・バランスに必要な条件整備について 市民

◇男性の育児・介護休暇について 市民

◇育児休業規定について 事業所

◇事業所の育児に関する取り組み 事業所

◇介護休業規定について 事業所

「育児のための施設・サービスを拡充する」と

「育児休業制度を利用しやすくする」の育児に

関する２つの取り組みが上位３項目に入って

います。

また「男性に家事・育児・介護等への参加を
促すための啓発をする」は第２位となっており、
制度的な取り組みだけでなく、家庭内での
パートナーとの協力も重要なポイントのようで
す。

男性の育児休業は『とる方がよい』

が７割を超え、介護休業について

は８割を超えています。

また前回調査と比較すると男性の

育児休業、介護休業ともに『とる方

がよい』の割合が増加しており、男

性の育児・介護への参加を推進す

る雰囲気が造成されていることが

わかります。

育児休業制度を規定し

ている事業所は６割を超

えています。

介護休業を規定している

事業所は約半数となって

います。介護休業につい

ては育児休業よりも設け

ている事業所が少なく

なっています。

「育児中の所定外労働の制限」、「育児中の

深夜労働の制限」、「育児中の短時間勤務制

度」などに取り組んでいる事業所は約４割と

他の項目と比較すると多くなっています。

一方、「事業所内託児施設」や「育児に要す

る経費の援助措置」は一桁に留まっています。

ある
68.2%

ない
29.2%

無回答
2.6%

（N=267）

ある
49.1%

ない
46.8%

無回答
4.1%

（N=267）

（〇印は1つ）

（〇印は1つ） （〇印は1つ）

（〇印は1つ）

今回調査

『とる方が

よい』

『とる方が

よい』

78.8 70.2

83.3 79.5

前回調査
（平成27年）

41.1

45.7

37.7

37.6

8.4

5.7

3.2

1.4

8.3

7.9

1.3

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性の育児休業

（N=772）

男性の介護休業

（N=772）

とる方がよい どちらかといえばとる方がよい

どちらかといえばとらない方がよい とらない方がよい

わからない 無回答
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30.7

27.0

25.1

10.5

7.1

5.6

4.9

3.0

33.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

業務に必要な知識や能力、資格取得のための教育や研修を、性別に関係なく実施している

仕事と家庭を両立させるための制度を充実させている

性別により評価することがないよう、人事考課基準を明確に定めている

体力面での個人差を補う器具や設備を設置するなど、働きやすい職場環境づくりを行っている

女性の少ない職場、職種に女性従業員を配置したり、女性を積極的に雇用したりしている

男性管理職に対し、女性活用の重要性についての啓発を行っている

女性の活用に関する担当部局・担当者を設けるなど、企業内での推進体制を整備している

その他

特に何もしていない

（％）

（N=267）

12.7

10.9

8.2

6.4

5.6

4.9

1.5

55.8

0.0 20.0 40.0 60.0

女性が参加していなかった会議や勉強会に、積極的に女性を参加させる

従業員全員に対して男女機会均等に関する研修を行い、意識改革をする

募集・採用に関して女性に配慮した措置がある

管理職に対して、女性の活用についての研修を行う

昇進・昇格に関して女性に配慮した措置がある

女性がいない部署や業務に、積極的に女性を配置する

その他

特に配慮はしていない

（％）

（N=267）

性の活躍推進について女
◇女性が職業を持つことについて 市民

◇女性を活用するための事業所の取り組み 事業所

◇ポジティブアクションの取り組み 事業所

「ずっと職業を持ち続ける方がよい」が半数

を占めており、女性が職業を持ち働くことに

ついての肯定的な意識が醸成されつつあ

るようです。

一方で「子どもができたら職業をやめ、子ど

もが大きくなって再び職業を持つ方がよい」

も28.0％と高く、子どもを育てつつ職業を持

ち続けることが出来るような雰囲気と制度

づくりが重要となってきます。

「業務に必要な知識や能力、資格取得のための教育や研修を、性別に関係なく実施している」、「仕事と家

庭を両立させるための制度を充実させている」、「性別により評価することがないよう、人事考課基準を明

確に定めている」などの項目が比較的高くなっています。

一方で「特に何もしていない」事業所も約３割と多くなっています。

ポジティブアクション（※1）については、「特に配慮はしていない」が半数以上を占めています。

性別による不平等を是正するためには、男女を平等に取り扱うだけではなく、積極的に女性への配慮を行

い、取り組みを推し進めることが必要となります。今後はポジティブアクションの取り組み推進のため、事業

所の協力が必要となってきます。

（※1）「ポジティブ・アクション」とは、固定的な性別に

よる役割分担意識や過去の経緯から、男女労働者の
間に事実上生じている差があるとき、それを解消しよ
うと、企業が行う自主的かつ積極的な取組のことです。
（厚生労働省「ポジティブ・アクションのための提言」
平成14年4月）

52.3

1.9 2.7

28.0

0.4

11.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体（N=772）

ずっと職業を持ち続ける方がよい

結婚するまでは職業を持つ方がよい

子どもができるまでは職業を持つ方がよい

子どもができたら職業をやめ、子どもが大きくなって再び職業を持つ方がよい

職業を持たない方がよい

わからない （〇印は1つ）

（〇印はいくつでも）

（〇印はいくつでも）
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引き受ける
10.9%

断る
86.0%

無回答
3.1%

女性（n=451）

引き受けることをすすめる
35.7%

断ることをすすめる
57.4%

無回答
6.9%

男性（n=319）

47.4

45.4

29.6

26.8

21.6

17.5

6.7

5.7

2.6

14.2

0.020.040.060.0

責任が重いから

役職につく知識や経験がないから

こうした役職に興味がないから

家事育児や介護に支障がでるから

当人の職業生活に支障がでるから

人間関係がわずらわしいから

家族の協力がえられないから

女性が役職につくことを快く思わない社会通念が…

女性には向いていないから

その他

（％）女性（n=388）

34.4

43.7

21.3

23.5

23.5

18.0

9.8

3.3

1.1

13.7

0.0 20.0 40.0 60.0

責任が重いから

役職につく知識や経験がないから

こうした役職に興味がないから

家事育児や介護に支障がでるから

当人の職業生活に支障がでるから

人間関係がわずらわしいから

家族の協力がえられないから

女性が役職につくことを快く思わない社会通念があるから

女性には向いていないから

その他

（％）男性（n=183）

◇女性が地域の役職に推薦された場合について 市民

◇断る（断ることをすすめる）理由 市民

男女ともに「断る（断ることをすすめる）」が半数以上を占めており、
特に女性では「断る」が８割を超えています。

女性では「責任が重いから」、「役職につく知識や経験がないから」が４割～５割と高くなっています。

女性が役職につく障壁として役職の肩書に付随する責任や求められる知識などがあることがうかがえ

ます。これらの障壁を可能な限り低くし、女性が地域での役職に就任し、職務をこなしたという実績を

蓄積していくことが必要となります。

一方で、「女性が役職につくことを快く思わない社会通念があるから」は男女ともに１割以下で低くなっ

ています。

（〇印は1つ） （〇印は1つ）

（〇印は3つまで） （〇印は3つまで）
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68.7

67.0

0.9

23.1

26.4

3.3

1.6

1.1

14.6

0.2

0.2

47.2

4.0

2.2

30.2

2.4

3.1

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性（n=451）

69.0

53.0

3.1

23.2

36.1

4.4

0.9

3.4

14.7

0.6

0.6

44.8

3.4

3.1

29.2

2.8

3.8

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女の子も男の子と同等に経済的に自立できるよ

うに職業人としての教育が必要だ

男の子にも炊事・洗濯・掃除など生活に必要な

技術を身につけさせる

男の子は理科系、女の子は文科系にすすんだ

ほうがよい

男性（n=319）

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対
賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対

反対 わからない 無回答

43.1

24.3

19.1

14.2

11.2

5.2

1.5

10.5

24.3

0.0 20.0 40.0 60.0

就業規則や社内規定などにセクシャル・ハラスメント禁止を規定している

社内に相談窓口を設置している

社内研修などを実施して啓発している

発生したときの対応マニュアルを定めている

会社や労働組合などに対策委員会のような期間を設置している

現在、検討中又は計画中である

その他

必要性は感じているが、取り組みは進んでいない

必要性を感じていない

（％）

（N=267）

育について教
◇教育について 市民

女の人権について男
◇セクシュアル・ハラスメント防止の取り組み 事業所

「男の子にも炊事・洗濯・掃除など生活に必要な技術を身につけさせる」への「賛成」は女性では67.0％で

あるものの、男性では53.0％となっており、男性は女性よりも14ポイント低くなっています。

男女共同参画社会を実現するためには、男女ともに家庭生活を協力して行うことも必要となり、男性の側も

生活技術を身につけていくことが求められます。

「就業規則や社内規定などにセクシュアル・ハラスメント禁止を規定している」事業所は約４割にとどまって

います。

これらセクシュアル・ハラスメント防止の取り組みが進んでいない理由としては「必要性は感じているが、取

り組みは進んでいない」が約１割、「必要性を感じていない」が約２.５割となっています。

セクシュアルハラスメント防止は男女雇用機会均等法で事業主の義務として定められています。

今後も各事業所において、セクシュアル・ハラスメント防止の取り組みが活発化するように、情報提供など

の働きかけを行っていきます。

（〇印は1つ） （〇印は1つ）

（〇印はいくつでも）
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21.5

17.2

0.5

0.5

0.0

0.0

0.0

3.2

61.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

家族や親せき

友人・知人

医療関係者・介護関係者

警察

学校関係者

行政の相談窓口

民間の専門家や専門機関

その他

相談しなかった

（％）

（n=186）

2.4

2.0

1.7

4.4

0.9

5.1

0.4

8.0

3.4

3.3

6.3

9.1

19.3

0.010.020.0

平手で打つ

足でける

身体を気付ける可能性のある物でなぐる

なぐるふりをしておどす

刃物をつきつけておどす

いやがっているのに性的な行為を強要する

見たくないのにアダルトサイトやポルノ雑誌を見せる

何を言っても無視し続ける

必要な生活費を渡さない

交友関係や電話・メールなどを細かく監視する

「誰のおかげで生活できるんだ」とか「甲斐性なし」と…

子どもや他人の前で侮辱したり、ばかにしたりする

大声でどなる

（％） 女性（n=451）

1.9

1.3

0.6

2.5

0.0

1.9

0.3

9.4

1.2

0.9

2.2

4.3

14.1

0.0 10.0 20.0

平手で打つ

足でける

身体を傷つける可能性のある物でなぐる

なぐるふりをしておどす

刃物をつきつけておどす

いやがっているのに性的な行為を強要する

見たくないのにアダルトサイトやポルノ雑誌を見せる

何を言っても無視し続ける

必要な生活費を渡さない

交友関係や電話・メールなどを細かく監視する

「誰のおかげで生活できるんだ」とか「甲斐性なし」と言う

子どもや他人の前で侮辱したり、ばかにしたりする

大声でどなる

（％）男性（n=319）

◇パートナーから受けた暴力について 市民

◇暴力の相談先について 市民

◇相談しなかった理由について 市民

「大声でどなる」や「何を言っても無視し続ける」などの精神的暴力を経験している人

が男女問わず多くなっています。

女性は男性よりも全体的に割合が高くなっており、精神的暴力に限らず多様な暴力

にさらされていることがわかります。

パートナーから何らかの暴力を受けた際 、「相
談しなかった」人が６割以上を占めています。

相談を行った人に注目すると「家族や親せき」が
21.5％、「友人・知人」が17.2％と多くを占めてい
ます。

（〇印はそれぞれ1つずつ） （〇印はそれぞれ1つずつ）

（〇印はいくつでも）

67.8

31.3

20.9

17.4

13.0

9.6

6.1

5.2

4.3

2.6

1.7

0.9

2.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

相談するほどのことではないと思ったから

自分にも悪いところがあると思ったから

自分さえ我慢すれば、なんとかこのままやっていけると思ったから

相談しても無駄だと思ったから

恥ずかしくて誰にも言えなかったから

相談することによって、さらに不快な思いをすると思ったから

他人を巻き込みたくなかったから

どこ（だれ）に相談すればよいかわからなかった

相談する人がいない

相談したことがわかると、仕返しを受けたり、もっとひどい暴力を

世間体が悪いから

子どもに危害がおよぶと思ったから

その他

（％）
（n=115）

（〇印はいくつでも）

パートナーから何らかの暴力
を受けた際、相談しなかった
理由は「相談するほどのこと
ではないと思ったから」が約７
割を占めています。
次いで「自分にも悪いところが
あると思ったから」が３割、「自
分さえ我慢すれば、なんとか
このままやっていけると思っ
たから」が２割となっています。
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31.3

28.2

24.7

22.7

20.6

19.2

11.7

8.8

8.5

8.2

7.8

7.5

7.1

5.7

2.3

10.8

31.0

27.9

29.3

22.4

21.1

16.2

8.9

9.8

6.7

8.0

8.6

10.0

5.8

4.2

0.9

10.4

31.7

28.8

18.5

23.2

20.1

23.5

15.4

7.5

11.3

8.5

6.6

4.1

9.1

7.8

4.4

11.3

0.0 20.0 40.0

働く場での男女格差をなくすよう事業者（企業主）等に対して働きかける

育児休業や介護休業制度の普及啓発をすすめる

男性も家事や育児、介護などを担うことができるような啓発活動を行う

学校教育や社会教育の中で、男女平等や男女共同参画についての学習を提供する

子育て支援センター事業や地域での子育て支援事業を充実する

市の各種審議会の委員など、市の施策・方針を決定する場に女性の参画を増やす

区長や地域自治会役員に女性を増やす

女性の就業支援として、研修やセミナーを実施する

広報・啓発活動や学習機会の提供を充実する

社会活動などのリーダーとなる女性を養成する

性暴力や性差別などに関する問題解決に向けた相談窓口を充実する

女性の生涯にわたる健康づくりの支援策や母性保護対策を充実する

男女共同参画センター設置など、男女共同参画の啓発・拠点づくりをすすめる

男女共同参画を推進する市民グループの活動を支援する

その他

特にない

（％）

全 体（N=772）

女性（n=451）

男性（n=319）

56.9

19.5

18.7

17.6

15.7

9.0

6.7

5.2

3.0

0.0 20.0 40.0 60.0

保育所、学童保育、高齢者介護施設などの充実

男女が共に仕事と家庭の両立ができる雇用管理の事例などの情報提供

女性の再就職を支援するための講座や研修の実施

男性の家事・育児・介護等への参加を促す啓発

事業主等を対象とした法律や制度の周知、啓発

男女が共に活躍できる職場づくりを行う優良企業の表彰・顕彰

法律や制度、女性の能力活用の方法等についての情報提供や相談窓口の充実

市民を対象とした固定的役割分担意識（男は仕事、女は家庭）払拭のための講座・研修会の開催

その他

（％）

（N=267）

性の活躍推進について女
◇古賀市に期待すること 事業所・市民

事 業 所

市 民

「保育所、学童保育、高齢者介護施設等の充実」が約６割を占めており、ワークライフバランスを整えるた

めの子育て支援施設や介護施設などが必要とされています。

また、情報提供や研修、啓発なども１５～２０％を占めており、男女共同参画社会実現のための情報の提

供も求められていることが分かります。

「働く場での男女格差をなくすよう事業者（企業主）に対して働きかける」、「育児休業や介護休業制度の
普及啓発をすすめる」は男女ともに約３割を占めており、広く求められています。また「男性も家事や育児、
介護などを担うことができるような啓発活動を行う」は女性では約３割を占めていますが、男性では約２割
にとどまっています。

女性は男性よりも家事や育児、介護などの家庭生活の領域における男性の参加を求めていることがわか
ります。

（〇印は3つまで）

（〇印は3つまで）


